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1.人材派遣業の概況
日本の人材関連ビジネスには3形態ある。
http://www.meti.go.jp/press/20050727004/4-houkokusho-set.pdf

1)人材派遣・請負事業
2)人材紹介事業
3)再就職支援事業

☆人材派遣事業と請負事業の相違は、指揮命令系統がどこにあるかが
ポイント

☆日本の雇用者総数は5,353万人（2005年１～３月期）
☆派遣労働者数は約236万人と過去５年間で2.5倍に増加－厚生労働
省調査（http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/jyosei/geppo/0502.htm）

☆職場の約5%は派遣労働者
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（参考1）
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（参考2）
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2.人材関連ビジネスの日米比較

日本は増加（頭打ち）、米は減少（底打ち）

日本は2兆5千億円、米は10兆円
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3.人材派遣業の経年変化

1999年の規制緩和により、一般労働者派遣市場の伸びが顕著である。
特定労働者派遣は、規制緩和による急激な伸びは見られない。
派遣労働者数の増加率に比べ、売上高の増加率が小さくなってきている。（一般事
務職の市場伸び率が頭打ち） ⇒ 特化・専門化により打開・・・
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4.派遣料金（1日あたり）

派遣料金は、特定派遣の方が一般
派遣よりも高い。

IT関連（ソフトウェア開発）が、「事業
実施の企画、立案」、「セールスエン
ジニアの営業」、「研究開発」に続い
て4位である。
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5.派遣の業務内訳

事務用機器操作は、一般派遣が多い。
特定派遣は、「ソフトウエア開発」「機械設計」が
ほとんどである。
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6.派遣の期間
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7.教育の方法

一般労働者派遣では、研修制度などのようにOFF-JT（職場外研修の
総称）が多いが、特定労働者派遣ではOJT（職場内訓練）がほとんど
である。 -10-



8.増加する派遣人材
男女ともに増加しているが、女性のほうが、職場の同性に占める派
遣人材の比率が高い（5倍）。
http://www.nli-research.co.jp/doc/li0109b.pdf
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9.紹介予定派遣(テンプ・ツー・パーム)
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10.能力向上意欲
派遣労働者の学習意欲は、正社員に次ぐ。

-13-



11.事務派遣か、IT派遣か
IT派遣か、事務派遣かによって料金は倍と半分。 「IT派遣」と偽って
「事務要員」を送り込む詐欺商法が、この分野の信用を損なっている。

事務派遣は、ワード・エクセル、会計ソフト等のアプリケーションの使
用技能を持った人材の派遣である。

IT派遣は、システム（社会と企業組織とOSとプログラムとユーザIF）
が理解できて、プログラムが書けることが最低要件である。

どちらを狙うのか、どちらも狙うのかをはっきりすべきである。

どちらも狙うならば、別の組織にしないと、人は安易に流れて、事務
派遣人材しか育たなくなることに注意。
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12.IT人材育成の現状と課題（1）
技術者を取り巻くビジネス環境の変化
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1990年代に入り、それまでの大型汎用機に代わりUNIXを中心としたクライアント・サー
バシステムが普及し、 ダウンサイジングが進展すると同時に、システムのオープン化
によりIT技術は急速に進化・細分化してきた。

IT技術者に求められるスキル

　多様化、高度化の一途をたどっている。

IT技術者の置かれる立場

　ITバブル期 ⇒ 新しいテクノロジーの百花繚乱。IT技術者も引く手あまたであった。

　ITバブル崩壊後 ⇒ ビジネス環境も厳しくなり、ニーズを無視したテクノロジーの押し
　売りは姿を消した。「地に足のついたソリューションをいかに顧客に満足して買っても
　らえるか」がIT企業に求められるようになった。



12.IT人材育成の現状と課題（2-1）

ITスキル標準の役割
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社会におけるITの位置付けや、ビジネス環境の変化に対応するため、経済産業省が
主体となり、「ITスキル標準（ITSS）」が2002年12月に策定された。 ITSSは、各分野
におけるIT関連サービスの提供に必要とされる能力を体系化したものである。

ITスキル標準（ITSS）の活用例

　・企業や地方自治体・教育提供機関の人材育成のスキル指標、人員計画、教育プ　
　　ログラム策定など

　・技術者個人のキャリアパスの確立や、目標値の設定など

※ITスキル標準（ITSS）は、すべてのIT企業や技術者にそのまま適用できるわけでは
ない。 どのITスキルが必要かは企業やプロジェクト、そして自己のキャリアパスによっ
て異なる。 実際には、各社の企業戦略に合わせたITSSのカスタマイズが必要となっ
ている 。



12.IT人材育成の現状と課題（2-2）
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12.IT人材育成の現状と課題（2-3）
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12.IT人材育成の現状と課題（3）
顧客の求める技術者像
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必要とされる技術者像

　業界ごとの企業経営の仕組みを理解し、経営課題の抽出とそれを解決するための能力と具体
　的なソリューションを提供するスキルを持つ技術者。

必要とされる能力

　・ビジネスの専門知識

　・顧客との交渉能力

　・コミュニケーション能力

　・プロジェクトマネジメント能力

様々な要件を総合的に反映したシステムの全体像を描ける人材として、技術者に期待される守
備範囲が大きく変わってきた。

顧客の経営ビジョンをIT戦略にマッピングしてゆく能力、いわばビジネス・経営をITに置き換える
トランスレーターとしてのビジネスマネジメント能力が求められるようになった。

もはや、技術者だからといって、『技術しか知りません、やりません』では通用しない！！



12. IT人材育成の現状と課題（4-1）

ITスキル標準に見る今後の技術者育成の課題
ITスキル標準（ITSS）活用推進の課題

　・各企業の解釈や利用範囲によってITSSの活用の度合いがまちまちであると、「共　
　　通基準」としての軸が曖昧になってきてしまう。

　・ITサービスは、技術の進歩や顧客ニーズの変化に応じ、常にサービス分野や提供
　　形態が変化しているが、その変化に応じて都度カスタマイズやアップデートを行う　
　　には、大変な労力と費用を要する。

策定プロセスの確立と、継続的な維持を行うための仕組みや組織が望まれている
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12. IT人材育成の現状と課題（4-2）

ITスキル標準に見る今後の技術者育成の課題
ITスキル標準（ITSS）活用による期待効果

　・IT事業者間で共通するスキル標準指標が実現することにより、IT業界全体のスキルの向上　
　　に繋がる。

　・顧客企業が、ITパートナーが要件を満たす技術者を要しているか、すなわち要件を満たす企
　　業かどうかの目安にすることが可能となる。

　・技術者個人のスキルアップの目標をより具体的に持つことが可能となる。

まとめ

　IT技術者に求められるもの、それは「システムの要件を把握する理解力、そして具現化するた
　めのクリエイティビテイ、最大の効率を引き出すための施策」である。これらは時代を問わず、　
　技術者に求められる普遍的な能力であるともいえる。今後より深く、より幅広くこれらを身に付
　けた技術者を多く育成するために、今、技術者個人の向上のみならず、業界全体の取り組み　
　が必要とされる時期を迎えている。
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13.揺らぐ国の検定試験
「とくに技術の変化が急速なＩＴの分野では、カリキュラム等の陳腐化の速度も
急速である。なかでも認定試験の問題は「直接的環境整備」との関連性が強
い。すなわちユーザにサービスを提供するのは「人材」であり、認定試験はあ
る程度サービスの質に関する情報をユーザに提供する手段のひとつとなって
いるからである。また、ＩＴベンダーにとっては、人材育成に関する「投資」を行
う際の重要な指標となっている。従って、認定試験に関しては直接的環境整
備の一環としても検討されるべきものである。」　
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g90621cj.pdf

国の検定試験に+アルファの教育（企業とは何か、社会とは何かといった社会
性を教える教育）を施せば、他に得がたい人材の提供が出来るだろう。 （YI談）

システム教育には、「組織論・社会論」が必要である。（YI談）
　　http://shyosei.cocolog-nifty.com/shyoseilog/
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14.労協の人材派遣事業
介護士などの国家資格のための教育を基盤に、人材を育成して、人
材派遣事業に乗り出すべきである。
労協の人材教育は、協同労働の原理を教えるシステム教育がはず
せない。非営利か営利かは別として、「協同労働の原理」への無理
解（社会性の欠如）が、再就職への壁となり、ニートの原因になって
いる。これを乗り越えるのが労協だろう。
技能教育（国家資格のための教育）とシステム教育（協同労働の原
理を教える教育）があれば、質において市場で勝つことが出来る。料
金は「非営利」である時点ですでに勝っている。
商機は十分にある。あとは、やるかやらないかだけだと思う。

※共同労働の原理（YI談）
　　・自分のことは自分でする
　　・仲間のために1つは貢献する
　　・仲間は互いに助け合う
　　・その共同体は社会に貢献する
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ご清聴どうも有り難うございました。
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